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令和７年度 宜野湾市地域リーダー等養成講座事業 

企画運営業務委託仕様書 

 

 

１．委託業務名 

令和７年度 宜野湾市地域リーダー等養成講座事業 企画運営業務委託 

 

２．目的 

地域住民が自らの住む地域の課題を正確に把握し、地域の資源、魅力等を活用し

て課題を解決する手法を学ぶとともに、「地域活動の核となる人材」を発掘・育成

することを目的とする。 

 

３．事業実施期間 

 契約締結日から令和８年３月 31 日までとする。 

 

４．契約期間 

 契約締結日から令和８年３月 31 日までとする。 

 

５．委託上限価格 

2,931,000円 （消費税及び地方消費税を含む。） 

上記金額の範囲内で効果的な業務を企画提案すること。 

ただし、上記金額は契約額や予定価格を示すものではなく、事業の規模を示すため

のものであることに留意し、提案にあたっては上記金額を超えないものとするこ

と。 

 

６．委託業務内容 

(１) 企画運営内容等 

   次に掲げる①～④の内容をふまえて企画すること  

① 事業の目的を踏まえた、魅力的な講座内容である。 

② 地域の課題を発見し、効果的な地域課題解決の手法を学ぶことができる。（フ

ァシリテーション技術・課題の発見及び整理方法・企画の立て方・プレゼン方

法等） 

③ 受講生同士が交流を深めることができる。 

④ 企画提案から、自発的な市民活動や活動団体の設立等につながる手法を学ぶこ

とができる。（活動方法や事例紹介、資金獲得などの助言、受講生の自発的な活

動に対しての助言や指導等のサポート等） 

(２) 組織体制と業務総括責任者の配置 

業務を円滑に実施するため、本件業務の実施に必要な能力、資格、経験を有
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する業務総括責任者及び作業者を定め、専任担当者(連絡調整担当)を配置す

ること。 

なお、業務従事者に欠員が生じた場合は、速やかに同等又はそれ以上の経歴を有

する代替者を充てることのできる体制とすること。 

(３) 年間スケジュールの設定 

効果的な講座内容、回数、日時、場所等について年間スケジュールを作成する。 

① 講座回数は、８回程度、講座１回当たりの時間数は４時間程度とする。 

② 講座実施期間は、７月から10月を基本とするが、宜野湾市市民協働課（以下、

「市」という。）と協議の上、設定することとする。 

③ 会場借用については、市と調整することとする。 

(４) 広報周知 

チラシ・ＳＮＳ・ＨＰ・メディア等の活用や関係団体等へ周知するなどして受講

生（定員30名～40名）の募集を行う。 

(５) 安全対策及び受講生への連絡等 

感染症予防対策や台風時等の対応及び対策、受講生への連絡等を行う。 

(６) 開講前後・講座実施にかかる調整・準備等 

① 講座を受け持つ講師との連絡及び日程調整を行う。 

② 講座に必要な諸準備をする。 

③ 講座を運営し、司会、記録、受付、運営補助などのスタッフの役割を担う。 

④ 講座で使用するテキスト・資料を作成・印刷を行い、配布する。 

⑤ 受講生が講座を受講するにあたり、必要に応じて傷害保険に加入する。 

⑥ 講座を振り返りできる資料を作成し、次の講座で受講生に配布する。 

⑦ 受講生へのアンケートを実施する。（内容・項目等、満足度等を把握） 

⑧ 業務進捗状況の報告、協議を目的とした会議を必要に応じて開催する。 

 

７．事業報告書の提出 

事業終了後、実績報告書を提出することとする。（電子データ含む） 

(１) 実績報告書 

(２) 事業概要書（Ａ４ 15ページ程度） 

(３) 各回講座の映像、記録写真 

 

８.成果の帰属及び秘密保持 

(１) 本業務により得られた成果物、著作権は原則として市に帰属する。 

(２) 秘密保持 

① 受託者は、本業務に関し、市から受領又は閲覧した資料等は市に無断で公表又

は使用してはならない。 

② 受託者は、本業務で知り得た市及び出演者等の業務上の秘密を保持するものと

する。 



 

3 

 

 

９.個人情報の保護 

受託者は、本業務（再委託した場合を含む）を履行する上で、個人情報を扱う場合は、

個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）を遵守しなければならない。 

 

10.再委託 

受託者は、業務の一部を第三者に再委託することができる。その場合は、再委託先ご

との業務内容、再委託先の概要及びその体制と責任者を明記の上、事前に書面にて報

告し、市の承諾を得なければならない。 

 

11.業務実施における留意事項 

(１) 経費の対象 

本件業務の実施に係る一切の経費は契約金額に含む。 

(２) 業務適用範囲の確認 

本仕様書に記載のない事項であっても、社会通念上一般に実施と認められる

業務項目は、本件業務の範囲とする。なお、当該項目について疑義があると

きは、受託者は本市と協議できることとする。 

(３) 権利等の処理 

本件受託業務の履行に関し、第三者の著作権その他の権利に抵触するものに 

ついては、受託者の責任と費用をもって処理するものとし、本市は責任を負

わない。 

(４) 協議 

本件業務の実施にあたり、疑義等が生じた場合は、双方協議のうえ決定する。 

以上 
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【委託事業者と市（市民協働課）の主な役割及び役割分担】（別紙） 

 

項目 委託事業者 市 備考 

講座企画全般 ○  詳細は市と協議し業

務実施計画を定めた

のちに業務を開始す

る。 

講座運営全般 ○  

①受講生の募集 ○ ○  

②受講申込み受付 ○ ○  

 ③受講決定通知  ○ メール、電話等 

 ④受講生への事務連絡等 ○  
基本は委託事業者が

行う。 

 ⑤フィールドワークの企画調整 ○ ○  

 ⑥講座場所の提供・調整 ○  

市役所内施設を使用

する場合、市が行う。 

備品は必要に応じて

協議して決める。 

 ⑦講座の立会い ○ ○ 
 

⑧講座で使用するテキスト・振り

返り資料（ニュースレター）・ア

ンケート等の作成・印刷・配布 

○  

 

⑨傷害保険に加入する。 ○  
必要に応じて加入。 

スポーツ安全保険等 

⑩会場設営等、受講しやすい環境

づくりを行う。 
○ ○ 

 

⑪業務進捗状況の報告、協議を目

的とした会議の開催。 
○ ○ 

必要に応じて協議し

て決める。 

 ⑫地域団体等への協力依頼 ○ ○ 
文書や訪問による協

力依頼。 

 ⑬外部講師との調整 ○   

 ⑭市関係部局等への協力依頼  ○  

⑮企画された講座の時間以外に

おける受講生の自主的な活動

に対しての助言や指導 

○ ○ 

会議・調査・研究等 

 ⑯開講式・修了式 ○ ○  
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